
1．序 論

わが国における預金取扱金融機関数の推移を振

り返ると，1989年度の1,071社が2016年度末に

は546社へと49％減少した。業態別には，大手

銀行は1989年度の23社が2016年度には11社へ

と52％減少し，協同組織金融機関は同916社か

ら430社へと53％減少している。地域銀行（地

方銀行＋第二地方銀行）は同132社から105社へ

と20％減少しているが，他業態と比較して減少

率は低位である。

預金取扱金融機関数の減少は，金融競争度の緩

和につながるように思われるが，日本銀行「金融

システムレポート2017年4月」は，銀行等の貸

出平均金利は低下が続いており，これは金融機関

間の金利競争が一因であると指摘する。銀行等の

主要提供サービスである貸出の価格低下が続くと

いうことは，わが国の銀行等は過当競争状態にあ

り，金融競争度は高水準なのであろうか。それと

も預金取扱金融機関数の減少に伴い金融競争度の

緩和，すなわち金融寡占化が進展しているのか。

銀行合併等の是非について議論する上で，金融競

争度の認識についてコンセンサスが図られている

ことが望ましい。

本稿は銀行等の地域毎の店舗シェアに基づく金
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融競争度指標を用いて，銀行等の金融競争度の時

系列変化を評価するとともに，金融競争度が地域

の企業活力に及ぼす影響について考察する。

2．金融競争度の評価

� ハーフィンダール指数（HHI）

ハーフィンダール指数（Herfindahl-Hirschman

index,以下HHI）は，市場に参加する企業等の

集中度合いを測る代表的な指標である。評価対象

とする市場における全ての売り手のシェアの二乗

和であり，次式で表わせる。

なおHHIの逆数（1÷HHI×10000）は等規模換

算売手数（社）と呼ばれる。

HHIは，公正取引委員会の企業結合審査にお

いて，競争を実質的に制限することになるか否か

の判断基準（セーフ・ハーバー基準（1））としても

用いられている。

企業等のシェアを測る上で，商品・サービスの

内容（業務範囲）と，その提供地域（地理的範囲）

を決める必要がある。地理的範囲は，最近の銀行

統合を巡る公正取引委員会の企業結合審査では，

各事案の性質に応じて，大手銀行であれば複数都

道府県全域，地域銀行であれば都道府県全域や都

道府県内の経済圏・市区町村などとした事例が

「主要な企業結合事例（公正取引委員会）」におい

て示されている。

業務範囲は，最近の地域銀行等の経営統合を巡

る公正取引委員会の審査では預金業務，貸出業務

が取られ，各事業者の預金残高シェア，貸出残高

シェアによる預金HHI,貸出HHIが算出されて

いる（2）。ただし今日では銀行等の業務範囲は大変

広範になっている。企業結合審査は別として，地

域における金融機関の総合的なシェアを測る上で

「金融機関の店舗数のシェア」は有用なインデッ

クスと言え，金融競争度に関する先行研究でも用

いられている（3）。本稿は銀行等の総合的なシェア

を見る目的から，店舗シェアによるHHIを金融

競争度の指標として用いる。

� 先行研究におけるHHIの算出方法

米国金融業界に関する先行研究では，米国連邦

預金保険公社（FDIC）の預金サマリー統計によ

る預金残高データを用いて，米国MSAs別に預

金HHIを算出する対応が見られる（4）。実証分析

データとして米国州別のHHIを用いる場合にも，

例えば BlackandStrahan（2002）では MSAs

別の預金HHIを預金残高構成比に応じて州別に

加重合計する方法を取っており，同様に元データ

はMSAs預金HHIである。預金の競争度を積極

的に評価したいというよりは，利用可能データの

見地から預金HHIを金融機関競争全般のインデッ

クスとして用いているものと理解される。

わが国金融業界に関する先行研究では，都道府

県別の貸出HHIや，市区町村別の店舗HHI等が

利用されている。公正取引委員会や金融当局など

は，民間金融機関から取得した貸出残高等の地域

別内訳データを利用することが出来るのに対して，

一般公開データを取得元とする場合，一定の見做

し等をする必要が生じる場合がある。

式見（2012）は，都道府県別の事業所開業率お

よび事業所成長率と金融競争度との関係性の分析

に，都道府県別の貸出HHIを用いている。大手

銀行については都道府県別の貸出残高データが得

られないため含めていない。地銀・第二地銀の都

道府県別貸出残高は日本金融通信社「金融マップ

（月刊金融ジャーナル別冊）」から取得し，信用金

庫・信用組合は金融機関計の貸出残高を本店所在

都道府県のもの見做している。

堀江（2015）は，金融機関の店舗データベース

から算出した市区町村別の店舗HHIを用意し，

これを各金融機関が出店する市区町村別の店舗数

をウェイトに加重合計して，金融機関別の営業地

盤計数を作成するなどの工夫をしている。こうし

た粒度によるデータベース整備には相当の労力を

要すると述べつつも，説明変数の精度という観点

から，市区町村別データを利用する方式の有用性

経済科学論究 第15号

38

HHI・・
n

i
s
2
i

n：市場に参加する企業等の売り手数
si：企業等の市場シェア



を指摘している。

� HHI算出上のデータ制約と地理的範囲

HHIの算出には，地理的範囲における金融機

関別のシェアが必要となるが，データ入手という

問題を伴う。ここでは本邦預金取扱金融機関のシェ

アの算出にかかる利用可能統計を地理的範囲毎に

整理した（表1）。

金融機関の地域別の預金残高シェアや貸出残高

シェアは，公表統計から入手することができない

が，金融機関別の店舗数は明細リストが存在する

ため，これによって金融機関別×地域別の店舗シェ

アが算出できる。ただし金融機関別の店舗数デー

タ整備にあたっては一定の考慮と対応が必要であ

り，相応の専門性や労力を要する（5）。

HHIの元となるシェアを測る上での地理的範

囲は，評価対象の競争実態に応じて決める必要が

ある。例えば石油や造船であれば世界単一市場で

の競争と言えるので，世界シェアを見ることが適

切と考えられるが，銀行等の国内店舗取引には地

場性があるため，世界シェアは言うに及ばず国内

シェアでも，業務実態と照らし合わせて地理的範

囲として広範過ぎると言える。

銀行店舗を利用する顧客は，取引銀行の選定理

由として「支店が近くにあったから」を多く挙げ

る傾向が知られている（6）。顧客側には，遙か遠方

の店舗ではなく近隣の店舗を主要取引店とする選

好があるため，銀行等の各店舗は自ずと地域に根

差した営業活動をするようになると考えられる。

協同組織金融機関の場合，貸出については一定地

域内に所在する会員・組合員を対象とすることが

原則とされており，信用組合では加えて預金取引

についても原則は組合員を対象とすることが根拠

法（信用金庫法，中小企業等協同組合法）で規定

されている。このように銀行等店舗の顧客取引は，

地域別の市場として見ることが実態を表わすと考

えられる。

堀江（2015）は，これまでの既存研究では都道

府県ベースの計数を使用した分析が多く見られる

が，これは本来，市区町村ベースの計数を使用す
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表1 HHI算出方法の選択肢

本邦預金金融機関のシェアの実績 ○…公表データ入手可 ×公表データ入手不可 △…公表データ入手可だが欠損補正等が必要

店舗数 ○ ○ ○

（公表データ出所） 日本金融名鑑，各金融機関ディスクロージャー等

営業店職員数 ○ △ △

（公表データ出所） 日本金融名鑑 一部欠損有

預金残高 ○ △ ×

貸出残高 （公表データ出所） 金融マップ，各金融機関財務諸表

地理的範囲 全国レベル 都道府県レベル 市区町村レベル

先
行

研
究

本邦 式見（2012）

地域金融機関貸出残高（協同組織

金融機関は合計値を本店所在都

道府県に計上）

日本銀行（2015.5）

金融機関別都道府県別貸出残高

（日銀データ）

平賀，真鍋，吉野（2017）

金融機関別都道府県別貸出残高

（金融庁データ）

堀江（2015）

金融機関別市区町村別店舗数

杉山（2017）

金融機関別市区町村別店舗数

播磨谷，尾崎（2017）

金融機関別市区町村別店舗数

米国

Bikker&Haaf（2002）

国内の銀行総資産シェアによ

るHHI

Black&Strahan（2002）

米国 MSAs別預金 HHIを加重

合計

McMillan（2016）,Hirtle（2007）,

Hannan（1997）,Black&Strahan

（2002）等

米国MSAs別金融機関別預金残

高（FDICSummaryofdepos-

its）

国単位 米国州レベル 米国MSAsレベル



るべきところを簡便法としていると指摘する。都

道府県データを利用する方式と，市区町村データ

を利用する方式とでは，前者のバイアスが大きい

ことを明らかにした上で，便宜的にせよ都道府県

ベースの計数を使用することの問題点に警鐘を鳴

らしている。本稿は，より実態を表わす金融競争

度の捉え方をするために，地理的範囲を市区町村

としたHHIを用いることとした。

� 金融競争度の過去実績推移

市区町村ベースHHIと，店舗シェア算出の元

となる域内の出店金融機関数の推移を図1で確認

する。2016年現在，全国には1,800近くの市区町

村があり，個々の市区町村には平均して12.5社

の金融機関が出店している。この数字は2005年

対比で6.8％減少している。比較のために都道府

県内の出店金融機関数の平均を見ると2016年で

47.4社（2005年対比で7.5％減少），全国の出店

金融機関は2016年で546社（2005年対比で10.3

％減少）である。全国で見た金融機関数の減少よ

りも，地域別で見た出店金融機関数の減少の方が

マイルドであることが分かる。

市区町村ベースHHIは2000年から2005年に

かけて上昇し，この間に金融寡占化が進んだと言

える。2005年以降は緩やかな推移になり一進一

退が見られた後，2013年以降は横ばいから微減

している。つまり地域の金融競争度は，2013～

2015年前後については緩やかながら競争激化の
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図1 金融競争度の過去実績推移

（データ出所） 日本金融通信社「日本金融名鑑」各年版

金融機関は銀行，信用金庫，信用組合，労働金庫

市区町村ベースHHIは市区町村内の店舗シェアによるHHI（図では市区町村別HHIの各市区町村の店舗数を

ウェイトとした加重平均値を掲載）

都道府県ベースHHIは都道府県内の店舗シェアによるHHI（図では都道府県別HHIの各都道府県の店舗数を

ウェイトとした加重平均値を掲載）

全国ベースHHIは全国の店舗シェアによるHHI



方向に変化していたと言える。

� 金融競争度と金融機関の出店・廃店戦略

金融機関数は全体として減少しているにもかか

わらず，市区町村ベースHHIが近年横ばいから

微減で推移した一因として，金融機関の出店・廃

店戦略の影響が予想される。そこで預金取扱金融

機関の出店・廃店の状況と金融競争度指標の関係

性を図2で確認する。店舗数増減と変化の方向を

合わせるために，金融競争度指標はHHI逆数（1

÷HHI×10000）を取った。等規模換算売手数と

も呼ばれる HHI逆数は，市場の競争度合いを

「等規模換算した企業数」で表した数値の意味を

持つ。

店舗HHI逆数は，2000年には8.4社であった

ものが2005年には6.6社にまで減少し2016年も

6.6社である。一つの市区町村あたり，等規模換

算で平均6.6社の金融機関が出店しているのと同

程度の競争状態にあると言える。また金融競争度

は，最近約10年間はほとんど低下していないこ

とが分かる。

2001～2005年頃には，大手銀行の合併に起因

する大規模な店舗統廃合が行われ，店舗数は大幅

に減少した。この時期には店舗HHI逆数の急低

下が起こっており，金融寡占化と金融機関による

大規模な廃店との関係性が示唆される。他方で

2013年前後からは店舗HHI逆数は微増しており

金融競争化の方向に推移したと言えるが，この時

期には金融機関の越境出店数は微増で推移してい

た。越境出店数とは，地域金融機関による本店所

在地外へのグロス出店数と定義するが，越境出店

が金融競争度を高める一因となった可能性は考え

られる。

先行研究では，HHIの変化を2時点間比較で

見ているものはあるが（例えば堀江（2015）），本

稿ではHHIの年毎の長期時系列推移を見ること

で，地域の金融競争度の変化を詳しく把握するこ

とができた。
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図2 金融競争度と金融機関の出店数・廃店数の関係

（データ出所） 日本金融通信社「日本金融名鑑」各年版

金融機関は銀行，信用金庫，信用組合，労働金庫

店舗数は国内有人店舗，無人店舗やインターネット支店などは含まず，同一拠点に複数店番が入居する場合1ヶ

店とする

出店数，廃店数はグロス数で，既存店の単なる移設，移設に伴う一時的な店舗閉鎖/閉鎖解除等は含まない

越境出店は本店所在都道府県以外へのグロス出店数

店舗HHI逆数は1÷市区町村ベースHHI×10000



� 金融競争度の利用者影響についての仮説

各市場参加者のシェアが変化すれば，市場参加

者のシェア二乗和であるHHIは変化する。各地

域における金融機関の店舗シェアを変化させる要

因として，「個別金融機関の出廃店戦略」に加え

て「金融機関の合併」が挙げられる。合併は大規

模なシェア変化を瞬時に生じさせるため，寡占化

が一気に進む事案が多いと言える。金融機関合併

およびそれに伴う金融寡占化が利用者に及ぼす影

響について，筆者の仮説を図3にまとめて論点を

整理したい。

銀行等が合併して寡占度が高まり，地域での市

場支配力が強くなると，利用者からすると選択肢

が減少する。地元企業が合併新銀行に融資を断ら

れて，そのプロジェクトを諦めざるを得なくなれ

ば，地元企業活力は低下すると考えられる。また

ミクロ経済理論的には金融寡占化は，貸出金利の

上昇やその他取引条件の悪化に作用するおそれが

ある。

他方，合併による金融機関の大規模化にはメリッ

トもあると考えられる。合併新銀行の経営体力が

高まれば，ビジネスモデルの持続可能性が高まる

とともに，規模の経済効果から信用リスクテイク

余力の拡大や，商品・サービス提供能力の改善な

どが期待される。経営効率性の改善成果が利用者

に還元されれば，金利や手数料面の取引条件が改

善する可能性もある。

反面，金融機関合併による大規模化の弊害も考

えられる。小回りが効かなくなってリレーション

シップ重視の融資姿勢が希薄化すると，地域企業

へのサポート力が低下してしまうかも知れない。

以上のように仮説を整理すると，金融機関合併

およびそれに伴う金融寡占化が利用者に及ぼす影

響は，複雑かつ広範に亘ることに改めて気付く。

このうち金融寡占化の貸出金利への影響は，地域

銀行の合併影響を巡って論争となった。日本銀行

「金融システムレポート別冊2015年5月」では都

道府県別の貸出残高から算出した貸出HHIと貸

出平均利回りとの関係を図示し，両者の相関関係

はプラス，すなわち金融寡占化は貸出利回り上昇

につながる関係性を示した。他方，金融庁「平成

27事務年度金融レポート」では地域銀行の貸出

残高と経費の相関を図示した上で，再編等による

地域銀行の大規模化は，経営効率性の改善を通じ

て貸出金利が下がり，地域経済にはプラスである
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図3 金融機関合併および金融寡占化の利用者影響を巡る仮説

（出所） 筆者作成



ことを示唆した。

しかしながら地域事業者にとっては，貸出金利

への影響もさることながら，地域金融機関の再編

で，地域金融サービスの持続可能性や地域振興に

必要な金融面の取組み支援がどのように変化する

かが重要であると考えられる。かかる問題意識か

ら次章では金融機関の合併および金融競争度の変

化が，地域の事業所開業率に及ぼす影響に特に焦

点を当てて，実証的な分析と考察を行う。

3．金融寡占化が地域の事業所開業率に

及ぼす影響

� 先行研究

金融機関合併や金融競争度変化が，地域事業者

に及ぼす影響に関する先行研究として，地域の開

業率や事業所規模の変化に関心を当てたものが報

告されている。

CetorelliandStrahan（2006）は米国事業所デー

タを用いて，地域金融市場の競争度が低いほどに

事業所数が少なくなり，平均設立規模が小規模と

なり，小規模事業所の割合が増加する関係性を見

出している。金融競争度が欠如すると融資調達可

能性が低下し，小事業所が育たなくなる可能性を

示唆している。

BlackandStrahan（2002）は，米国金融部門

の競争化やシェア集中化が企業開業に及ぼす影響

について，パネルデータによる実証分析を行って

いる。1976年～1994年の州別パネルデータを用

い，人口あたり新規企業数に対する金融環境関連

指標（HHI,銀行規模，銀行自己資本比率など）

の説明力を検証し，銀行部門のシェア集中化によ

るネガティブ効果は認められるが，店舗規制緩和

後には企業開業が活性化したことを確認した。店

舗規制緩和後に小規模銀行のシェアが低下したが，

小規模銀行が持つリレーションシップ関係構築に

基づく融資が持つメリットは減退しても，大規模

銀行が持つ効率性・リスク分散というメリットの

方が勝ることを示唆している。

式見（2012）は，わが国の銀行間競争が，事業

所開業率および事業所規模成長に及ぼす影響につ

いて，パネルデータによる実証分析を行っている。

都道府県別の貸出HHIが，事業所開業率および

事業所規模成長に及ぼす影響に着目した分析の結

果，産業の外部資金依存度が高く無形固定資産比

率が高いほど，地域金融市場の寡占化は，「事業

所開業率」および「事業所規模成長」に対して，

負の効果をもたらす結果を得ている。外部資金依

存度が高く無形固定資産比率が高い産業では，情

報の非対称性が高く，信用供与が行われにくいと

いう示唆を述べている。

播磨谷，尾崎（2017）は市区町村別データを用

いて，事業所開業率と各種説明変数との関係性を

分析し，市区町村内の地域金融機関の店舗シェア

に金融機関総資産のウェイトを付けて算出した

HHIの符号が正であることから，寡占化による

弊害よりも寡占化による情報非対称性の解消によ

るプラス効果が勝るとしている。

このように先行研究においては，金融寡占化が

地域の開業等を阻害するという結論がある一方，

播磨谷，尾崎（2017）は逆の結論を提示している。

わが国においては今後とも人口減少問題が深刻化

する見込みであり，地域によっては銀行合併や店

舗統廃合等によって銀行等店舗の供給が絞り込ま

れる可能性がある。これに伴う地域の金融寡占化

の進展は，新規起業活力を金融面から制約し，地

域の企業活力の更なる減退要因となるのかについ

て，本稿では改めて確認をしたい。

� 過去実績データの整備

総務省の平成26年経済センサス―基礎調査，

平成24年経済センサス―活動調査，平成21年経

済センサス―基礎調査より，市区町村別の事業所

開業率，事業所廃業率，事業所純増減率を算出す

るための過去実績データを取得した。観測期間は

経済センサスの調査期間の通り2009年→2012年，

2012年→2014年の2期間とした。開廃業率等は

年率換算値として用いる。

図4は，縦軸には事業所数増減の状況を示す開

業率，廃業率，純増減率を取り，横軸には前期

（2008年，2011年）の店舗HHI逆数を取った散

布図である。2012→2014年に着目して関係性を
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図4 市区町村の金融競争度と事業所数増減率

（データ出所） 総務省「経済センサス」日本金融通信社「日本金融名鑑」

***1％有意（母相関係数の無相関のt検定結果）



確認すると，開業率と店舗HHI逆数との相関係

数は ・・0.42とポジティブの関係性を示す。前

期における金融サービス供給の充実度合いが，期

中の開業率にポジティブに働くという関係性が予

想される。廃業率と店舗HHI逆数との相関係数

もポジティブであった。企業活力のあるエリアで

は事業所の新陳代謝が活発であり，開業率も廃業

率も共に高い傾向があるように見られる。事業所

数純増減率は，開業率と廃業率の効果が相殺され

るため，店舗HHI逆数との相関係数の水準は低

下するが，ポジティブの関係が見られた。なお上

述の相関係数について，母相関係数の無相関のt

検定結果はいずれも1％有意であった。

� 回帰モデルの被説明変数と説明変数

被説明変数には事業所開業率（年率）をとった。

事業所開業率は，中小企業白書などにおいて開業

の活性度を把握する際に着目されている，地域企

業活力を表わす代表的指標であるため，金融寡占

化が地域企業活力に及ぼす影響に関心を寄せる本

稿の分析目的に適する。式見（2012）は新規起業

影響を見るための被説明変数に事業所開業率を用

いており，本稿はこれと同様である。Blackand

Strahan（2002）は人口あたり新規開業数を用い

ているが，分子が開業数である点は開業率と同様

である。播磨谷，尾崎（2017）は全事業所ベース

ではなく本所・単独事業所にかかる開廃業率を用

いているが，これは金融機関の融資と開廃業の関

係にフォーカスするための措置である。

説明変数について，市区町村別の2期間データ

を用いるため，期間による景況の相違に対応する

ために時間ダミー変数を置いた。一般的に大都市

の方が企業活力が旺盛であり，市区町村の絶対規

模と事業活動の活性度には相応の正相関関係が予

想されるため，本稿では市区町村の規模関連指標

として開業率算出における期初の「事業所数」を

取った。また市区町村による事業所特性を表わす

説明変数として同じく期初の「事業所製造業割合」

を取った。

地域金融環境の説明変数には「店舗HHI逆数」

と「金融機関平均規模」を取った。市区町村の中

には出店金融機関数がゼロという所があるが，こ

の場合の等規模換算売手数（社）は0社と解釈さ

れるので，店舗HHI逆数＝0社になる。金融機

関平均規模には，域内出店金融機関の国内有人店

舗数を，当該域内の店舗シェアで加重平均した値

（単位：店）を用いた（7）。地域金融環境が起業を

後押しする（もしくは制約条件とはならない）と

いう前後関係を見るために，地域金融環境に関す

る説明変数は開業率期初（2009年，2012年）の

前期（2008年，2011年）のものを用いた。

各変数の記述統計量を示す（表2）。

� 回帰分析結果

表3の回帰分析結果により被説明変数に対する

各説明変数の係数の有意性を確認すると，事業所
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表2 被説明変数・説明変数の記述統計量

サンプル数 N＝3,759

（参考） 事業所開業率2012→2014（N＝1,883）

事業所開業率2009→2012（N＝1,876）

全国加重平均値

7.34％

2.76％

被説明変数 事業所開業率 5.05％ 3.83％ 3.12％ 2.76％ 39.93％ 0.00％

説明変数

事業所特性 事業所数 3,175 1,384 4,984 47,700 17

（期初） 事業所製造業割合 10％ 8％ 6％ 46％ 0％

地域金融環境 金融競争度 店舗HHI逆数 3.6 3.0 3.1 38.0 0.0

（前期） 金融機関平均規模 平均店舗数 85 80 53 594 0

時間ダミー ［2012→14］＝1 0.5 1.0 0.5 1.0 0.0

（データ出所） 総務省「経済センサス」各年版，日本金融通信社「日本金融名鑑」各年版

事業所製造業割合＝製造業事業所数÷事業所数

店舗HHI逆数＝1÷店舗HHI×10000 金融機関は銀行，信用金庫，信用組合，労働金庫

金融機関平均規模…出店金融機関の国内店舗数の域内の店舗数ウェイト加重平均値

記述統計

平均 中央値 標準偏差 最大値 最小値



数は有意に正であり，事業所数が充実した大規模

な市区町村ほど開業率が高い関係性が確認される。

事業所製造業割合は有意に負であり，非製造業割

合が高い市区町村ほど開業率が高い傾向が見られ

る。

本稿の主たる関心である地域金融環境にかかる

説明変数の関係性を見る。店舗HHI逆数の係数

は有意にポジティブであり，BlackandStrahan

（2002），式見（2012）の結論と合致する（8）。金融

競争度の緩和が，地域の開業率を抑制する関係性

を意味し，等規模換算売手数（社）の1社減少は，

当該地域の開業率を0.13％抑制する計算である。

金融機関平均規模の係数は有意にポジティブで

あり，BlackandStrahan（2002）の結論と合致

する。この数値の上昇は，地域における中小金融

機関のプレゼンス低下を示唆するが，当該事態の

進行は開業率を抑制するものではなく，逆に開業

率にはプラスの関係性であることが確認された。

地域金融機関の合併による規模拡大は，リレーショ

ンシップ・バンキング志向の低下等によるネガティ

ブ影響よりも，大規模化によるメリットの方が勝

ることが示唆される。規模の経済効果によって信

用リスクテイク余力やコスト効率性が改善される

ことに加えて，本部専門スタッフ等が充実し，優

れた開業支援などの企業サポート力を発揮する可

能性が，仮説として考えうる。

� 地域銀行合併の影響度テスト

かつて別々であった地域金融機関同士が合併す

れば，一般的には，地域の店舗HHI逆数は減少

し，地域の金融機関平均規模は拡大する。この変

化を回帰分析結果に当てはめると，地域の金融寡

占化は開業率を抑制する一方，金融機関平均規模

の拡大は規模の経済効果を発揮して開業率を促進

するという結果になる。だが，これでは総合的に

見て，地域金融機関の合併が開業率に対してプラ

スなのかマイナスなのかの白黒はつかない。

そこで，相反する2つの作用（金融寡占化によ

る抑制，規模の経済効果による促進）の影響を総

合的に見るために，地域金融環境を表わす店舗

HHI逆数，金融機関平均規模の2005→2016年の

過去変化幅を回帰式に代入して，開業率に対する

総合的な影響度をテストした。図5左には説明変

数の過去変化実績を示した。図5右の横軸は開業

率に対する影響度の計算結果を示す。全国平均で

は金融寡占化が進んだが金融機関規模拡大も進ん

でおり，ネガティブをポジティブが打ち消して余

り，ネットでは開業率は少々の上昇影響と認めら

れることから，総合的な影響はポジティブであっ

たと言える。
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表3 事業所開業率に対する各説明変数の影響度 回帰分析結果

�事業所開業率に対する影響度モデル�

被説明変数 ***1％有意 **5％有意 *10％有意

事業所開業率

推定式

説明変数の変動が

事業所開業率に及ぼす影響

の例示

サンプル数 3,759

R-sqwithin 0.727

説明変数 偏回帰係数 t値 P値

事業所特性 事業所数 0.000068 （7.37） 0.000***

（期初） 事業所製造業割合 0.055810（－9.35） 0.000*** 店舗HHI逆数1増加は 0.13％増加

地域金融環境 金融競争度 店舗HHI逆数 0.131613 （7.92） 0.000*** 平均50ヶ店増加は 0.27％増加

（前期） 金融機関平均規模 平均店舗数 0.005440 （7.31） 0.000***

時間ダミー ［2012→14］＝1 3.762164 （72.75） 0.000***

定数項 1.325727 （14.39） 0.000***

各変数定義は表2と同様

推定モデルはBreusch-Pagan検定結果を踏まえ一般化最小二乗法（FGLS）を用いた

ただし説明変数の係数符号・水準，有意性はFGLSとOLSとは近似した結果であった



ただし，金融寡占化それ自体が開業率に及ぼす

影響はネガティブである。現実は，これを打ち消

して余るポジティブ効果が生じる場合と，そうで

はない場合とがありケースバイケースであること

が，本テストで明らかになった重要な結論である。

都道府県別に見ると，金融寡占化が進行したが，

それをカバーして余る金融機関規模拡大によるポ

ジティブ効果が開業率に及んだと見られる奈良，

茨城などは第Ⅳ象限に位置する。金融寡占化が進

行し，開業率には総合的にネガティブ影響が生じ

たと見られる第Ⅲ象限には山形，山口などが位置

する。金融競争化が進行したものの開業率には総

合的にネガティブ影響が生じたと見られる第Ⅱ象

限には福岡，佐賀，石川などが位置する。金融競

争化が進行して開業率には総合的にポジティブ影

響が勝ったと見られる第Ⅰ象限には滋賀，兵庫，

愛知などが位置する。

同様の回帰式を応用して，最近発表されている

同一都道府県内の銀行統合構想が，所在する都道

府県内の開業率に及ぼす影響度をテストした。す
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図5 地域金融環境の変化と開業率に対する影響試算

市区町村別の説明変数を都道府県ベースで店舗数ウェイト加重平均した値を回帰式に代入して試算したもの

表4 同一都道府県内の地銀合併構想の開業率に対する影響試算

都道府県 地域金融環境の説明変数 開業率への影響

一体指標試算対象行 現状 試算 増減 グロス ネット

新潟県 店舗HHI逆数（社） 5.37 4.05－1.32 －0.17
＋0.01

第四銀行と北越銀行 金融機関平均規模（店） 60 94 34 ＋0.19

三重県 店舗HHI逆数（社） 4.30 3.62－0.68 －0.09
＋0.06

三重銀行と第三銀行 金融機関平均規模（店） 93 121 28 ＋0.15

大阪府 店舗HHI逆数（社） 12.47 11.60－0.87 －0.11
－0.02

近畿大阪銀行と関西アーバン銀行 金融機関平均規模（店） 172 189 17 ＋0.09

長崎県 店舗HHI逆数（社） 4.02 2.34－1.68 －0.22
＋0.10

十八銀行と親和銀行 金融機関平均規模（店） 76 135 59 ＋0.32

最近，同一都道府県内の銀行統合構想が発表された都道府県について試算したもの 影響度の試算は単純合算ベース，重複店舗

統廃合による平均規模や寡占度の目減りは考慮しない



べての試算ケースで「合併→寡占化」によるネガ

ティブ効果は生じるが，新潟県，三重県，長崎県

の試算ケースでは「合併→大規模化」によるポジ

ティブ効果がこれを打ち消して余り，開業率には

総合的に少々のポジティブ効果をもたらすという

試算結果であった（表4）。

4．結 論

本稿では預金取扱金融機関の金融競争度の時系

列推移を確認するとともに，地域の事業所開業率

への影響について議論した。主な結論は次の2点

である。

第一に，市区町村内の店舗シェアによるHHI

の年毎推移を分析したところ2000年から2005年

にかけて寡占化の進行が確認されたが，それ以降

は一進一退であり，金融機関数が減少しているわ

りには金融寡占化は進んでいないことが明らかに

なった。2013年以降はむしろ金融競争化が進ん

でおり，「金融システムレポート」において地域

銀行の競争激化を指摘する日本銀行の認識が，

HHIの年毎推移から確認される結果であった。

加えて最近の金融競争化の背景には，地域金融機

関による越境出店が影響している可能性が示唆さ

れた。

第二に，金融競争度の変化が地域の事業所開業

に及ぼす影響は，銀行等の大規模化によるものと，

金融寡占化によるものとが混在するため，簡単に

ポジティブ，ネガティブの白黒がつくものではな

いことが確認された。事業所開業率と地域金融環

境との関係性を確認するために市区町村別データ

を用いた実証分析を行ったところ，金融競争度を

表わす店舗HHI逆数は，開業率と有意にポジティ

ブ関係であり，金融寡占化それ自体は，開業率に

はマイナス影響を及ぼす結論が得られた。これは

多くの先行研究の結論と合致するものである。

開業率と，地域に出店する金融機関の平均規模

との関係性は有意にポジティブであった。大手よ

りも中小金融機関の方が，小回りが効いてリレー

ションシップ重視型の金融機能に優れ，創業支援

力が高いという仮説は，係数符号では支持されず，

地元金融機関の統合による大規模化それ自体は，

地域の開業率を阻害しないという結論が得られた。

金融機関の合併は，地域の事業所開業に対して，

金融寡占化によるネガティブ影響と，大規模化に

よるポジティブ影響の双方が入り混じるアクショ

ンである。本稿で行ったテストでは，全国平均の

2005�2016年の金融環境変化は，総合的にはポジ

ティブ影響が少々勝っていた。これはポジティブ

影響の方が勝ったと見られる地域が多かったとい

うことであり，ネガティブ影響の方が勝ったと見

られる地域の存在も確認された。金融機関合併の

事業者への影響はポジティブかネガティブかの単

純な二元論で白黒を付けることは出来ず，金融寡

占化のマイナス効果は生じるが，金融機関規模拡

大に伴うプラス効果も生じる性質のものであり，

いずれが勝るかは事案によって異なると解釈され

る。

銀行等の合併を巡る議論は，金融庁は事業者の

生き残りを重視する一方，公正取引委員会は利用

者側の便益を重視しており，一部事案は迷走した。

銀行合併によって，金融寡占化と金融機関規模拡

大は同時に生じる性質であるため，両側面を考慮

した総合的な影響度を判定するロジックには社会

的ニーズがあると思われる。だがそのためには，

過去における金融機関統合が地域に及ぼした影響

等を詳細に検証するなど，追加的な調査研究が必

要になる。これらは今後の研究課題として位置付

けたい。

金融機関にとって合併等の再編は，金融システ

ム危機の時代には，自らの生き残りのための手段

であった側面は否めないが，今日，とりわけ地域

金融機関においては，合併という経営手段を用い

て「地域に対して何をしようとしているのか」と

いう視点が重要であると筆者は考える。

（1） 公正取引委員会「企業結合審査に関する独占禁

止法の運用指針」には，①HHIが1,500以下，②

HHIが 1,500超 2,500以下であってかつ HHIの

増分が250以下，③HHIが2,500超かつHHIの

増分が150以下，のいずれかの条件を充足すれば，
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独占禁止法上通常問題となるとは考えられないと

判断するセーフ・ハーバー基準が示されている。

（2） HHIを算出するためのシェアの定義を明らか

にするために，本稿では次の表示を用いる。

預金HHI…預金残高シェアによるHHI

貸出HHI…貸出残高シェアによるHHI

店舗HHI…店舗数シェアによるHHI

（3） 例えば堀江（2015），播磨谷，尾崎（2017）。

（4） MSAsはUnitedStatesMetropolitanStatis-

ticalAreasの略称で，アメリカ合衆国大都市統

計地域のこと。先行研究として，例えば Mc-

Millan（2016），Bolta&Humphreyb（2015），

Hirtle（2007），Black&Strahan（2002），Han-

nan（1997）などで，米国 MSAs別の預金 HHI

を実証分析に用いている。

（5） 日本金融通信社「日本金融名鑑」の店舗リスト

の利用に際しては，店舗内店舗（BinB），インター

ネット支店やバーチャル店番，住宅ローンセンター

等の非店舗リアルチャネルについて，有人店舗数

を誤認しないように注意深く適切にカウントする

必要がある。また筆者は2012年版における北九

州銀行店舗の全部欠落，2013年版における長久

手市店舗の一部欠落という出所に起因するバイア

スも補正している。

（6） 金融庁が2017年に行った企業アンケート調査

の結果（2017年10月25日発表）によると，メ

インバンク金融機関との取引開始理由（複数回答）

として「支店が近くにあったから」を挙げた企業

は54%で第一番目の理由であった。

（7） 規模計数に金融機関の総資産残高を用いると時

間経過とともに成長する傾向が生じ，また有価証

券ポートフォリオや海外資産等が含まれるため不

適当であった。

（8） 播磨谷，尾崎（2017）とは分析結果の符号が異

なるが，これは同分析は1期間2012年→2014年

の本所・単独事業所にかかる開廃率を使用，大手

銀行を除いた店舗HHI（総資産規模によるウェ

イト付け後）を使用という相違に加えて，店舗

HHI以外の説明変数や推定手法の相違に起因す

るものと思われる。
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誤りの箇所と内容 
①右列「説明変数の変動が事業所開業率に及ぼす影響の例示」の２行の掲載箇所が、旧（誤）

では１行上にずれて表示されている 
②事業所製造業割合の偏回帰係数のマイナス符号 － が、旧（誤）では表示されていない 
 

 




